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１．はじめに

　近年、大学や企業の現場において、リカレント教

育（社会人の学び直し）やリスキリング（スキルの

学び直し）への関心が高まりつつある。2022年５月

10日に公表された教育未来創造会議の第一次提言

（案）でも、学び直しの促進に向けて、環境整備の

重要性が指摘されている。しかし、学び直しの重要

性自体は以前から認識されていた。例えば、リカレ

ント教育という概念は、1970年代には既に OECD

により提唱され、スウェーデンやイギリス等各国で

さまざまなプログラムが実施されてきた。また、日

本企業においては、リスキリングという用語は用い

られていなかったものの、OJT や留学等といった形

で従業員に対して学び直しの機会が提供されてきた。

　なぜ今になって、リカレント教育やリスキリング

が注目されるようになってきたのだろうか。その背

景には、少子高齢化と IT 化、特にコロナ禍で急速

に進行している DX 化の流れのなか、企業が人材を

十分に育成・活用できておらず、人手不足や人手過

剰といった雇用のミスマッチが発生し、生産性を上

げられないことに対する危機感がある。

　企業の生産活動は、資本、労働、技術を用いて行

われるが、このうち、物的資本を増加させることに

よる成長には限界がある。少子高齢化の下では、女

性、高齢者、海外の人材を活用しない限り、労働力

の量的な拡大は難しい。また、女性、高齢者、海外

の人材を活用するとしても、単に人数を確保すれば

解決する問題ではなく、業務に必要な知識・スキル

を身につけていることが求められる。さらに、DX

化を軸とする技術革新により、経験を積んだ従業員

であっても、これまでに習得した知識・スキルだけ

では企業を取り巻く環境の変化に対応できなくなり

つつある。このことから、労働力の質的な拡大、す

なわち人的資本の蓄積と技術水準の向上が喫緊の課

題として意識されるようになり、リカレント教育や

リスキリングへの関心が高まってきたと考えられる。

　本稿では、このように人材育成の重要性が以前か

ら認識され、少子高齢化や DX 化の流れのなかでさ

らに必要性が高まっているにもかかわらず、現状な

かなか人的資本の蓄積および技術水準の向上に結び

つかないのはなぜか、リカレント教育やリスキリン

グの促進に向けてどのような構造的課題があるの

か、そしてそれらの課題をどのように解決すべきか

について考察する。

２．�学びの機会が人的資本の蓄積と
技術水準の向上に及ぼす影響

　人的資本は、初等・中等教育をベースに、高等教

育、リカレント教育およびリスキリングを通じて蓄

積される。就職等で教育の機会から離れると、時間

の経過とともに人的資本が減耗し、それまで学んだ

知識・スキルでは業務に対応できないことも増えて

くる。特に、技術進歩が急速に進む環境では、対応

できなくなるスピードも速くなる。そこで、業務に

対応できる知識・スキルを身につける、すなわち人

的資本を蓄積し、技術を向上させるために、リカレ

ント教育およびリスキリングによる学び直しが必要

となる。図１は学びと人的資本および技術水準との

関係性のイメージを図示したものである。

　ただし、一人ひとりの学び直しの機会に対する

ニーズは異なるため、一律のリカレント教育・リス
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キリングの機会を提供しても、必ずしも人的資本・

技術水準が向上するとは限らないことに注意が必要

である。例えば、発展途上国や一部の先進国では、

過去にさまざまな事情で十分に教育を受けられな

かった労働者の失業や低所得の問題が存在してお

り、読み書きや計算等初等教育レベルの学び直しが

必要とされている。一方、現在の日本においては、

多くの労働者が高等教育を修了しており、より専門

的な学び直しが必要とされている。しかし、日本に

おいても、出産、育児、介護等で退職・休職をして

いた場合には、再就職や復職のために、まずは基礎

的なビジネススキルを身につけることが必要となる

ケースもある。また、入社以来働き続けてきた従業

員にとっても、経済環境の変化に知識・スキルが対

応できない場合にはより専門的な学び直しが必要に

なるとともに、他の部署に異動したり、他業種に転

職したりする場合には異動先・転職先で必要となる

知識・スキルを基礎から学び直すことが必要となる

ケースもある。このように、多様な労働者に対して、

ニーズに合わない教育機会を提供しても、人的資本

や技術の水準を高めることはできない。学び直しと

一口に言っても、図２が示すような多様な労働者の

ニーズを満たすプログラムを提供することで、はじ

めて人的資本の蓄積や技術水準の向上が可能となる。

３．�リカレント教育および�
リスキリングをめぐる構造的課題

　人材育成の重要性が認識され、少子高齢化や DX

図１　人的資本の蓄積と技術水準の向上のイメージ

図２　リカレント教育・リスキリングに対する多様なニーズ
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化の流れのなかでさらに必要性が高まっているにも

かかわらず、現状では人的資本や技術水準の向上に

結びついていないのはなぜか。前節の考察を踏まえ

ると、それは、ニーズに合ったリカレント教育・リス

キリングの機会が十分に提供されておらず、労働者

がこのような教育機会にアクセスできていないから

である。ニーズにマッチしたリカレント教育やリスキ

リングの促進に向けてどのような構造的課題がある

のだろうか。本節では、経済主体別に課題を整理する。

⑴　労働者
　厚生労働省（2020）「能力開発基本調査」による

と、正社員の55.0％、正社員以外の35.5％が「仕事

が忙しくて自己啓発の余裕がない」、正社員以外の

35.3％が「家事・育児が忙しくて自己啓発の余裕が

ない」と回答している。また、正社員の30.9％、正

社員以外の31.5％が「費用がかかりすぎる」と回答

している。この調査結果からは、労働者が時間的・

金銭的制約により、自発的にリカレント教育やリス

キリングの教育機会にアクセスすることが難しいこ

とがわかる。また、適切なコースがわからないとい

う回答もあり、プログラムの内容に関する情報発信

や労働者のキャリア選択に課題があることもわかる。

⑵　企　業
　企業が従業員に対してリカレント教育やリスキリ

ングの機会を提供する場合には、社内で研修を実施

するか、従業員による外部の教育機関での受講を支

援するかを検討することになる。前者の場合、プロ

グラムを担当する人材の不足が問題となる。例えば、

日本では、欧米と異なり、非 IT 企業に勤務する IT

人材が少ないことから、社内で IT 関連の人材育成

を実施することは困難となる。後者の場合には、ど

の従業員に対してどのようなプログラムを提供する

のかを検討することになるが、プログラムに関する

情報提供が大学・大学院の裁量に任されていること

から、企業が従業員の特性に合ったプログラムを効

率的に選択することが難しいという課題がある。

　さらに、プログラムを受講した従業員の知識・ス

キルを企業のニーズにマッチさせる形でいかにして

活用するかも重要である。せっかくコストをかけて

知識・スキルを身につけても活かされないのであれ

図３　自己啓発の問題点

出典：厚生労働省「能力開発基本調査」令和２年５月26日
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ば、企業の生産性向上に結びつかず、賃金にも反映

されない。プログラムを受講しても待遇が改善され

ないのであれば、従業員にとっては「費用がかかり

すぎる」ということで自発的に参加する意欲が低下

し、プログラムを受講しても他社に引き抜かれる可

能性が高まる。企業にとっても、知識・スキルを身

につけた従業員の待遇は切実な課題といえる。

⑶　大　学
　従来型の大学・大学院の教育では、職業に直結し

た教育というよりも、教養教育や学術を重視した専

門教育を行ってきたため、教育内容は必ずしも企業

のニーズとマッチしていなかった。一方、高等専門

学校、専修学校、専門職大学・短期大学、専門職大

学院では、職業を重視した実践的な教育が行われて

おり、リカレント教育を効果的に推進できると考え

られる。このため、従来型の大学・大学院がカリ

キュラムにどのようにリカレント教育やリスキリン

グの要素を組み込むかを検討することが必要とな

る。加えて、従来の大学・大学院では、高校を卒業

して社会に出る前に入学する学生が一般的となって

おり、いかにして社会人学生にとって学びやすい環

境を整備するかが課題であるといえる。

４．構造的課題の解決に向けた取組み

　前節では、労働者、企業、大学の抱える構造的課

題について検討したが、課題解決に向けた取組みも

既に行われている。本節では、リカレント教育・リ

スキリングの促進に向けて、前節で挙げた構造的課

題をどのように解決すべきかについて現実の取組事

例も適宜参照しながら考察する。

⑴　労働者
　労働者の金銭的制約に対しては、国が受講費用の

一部を負担する教育訓練給付金が整備されており、

2014年10月には専門的なリカレント教育に対する給

付が拡充される等、手厚い支援が行われている。し

かし、的場（2018）によると、図５が示すように、

学び直し経験者の約1/3が制度の存在を知らない状

況にある。前述の労働者の抱える課題に、適切な

コースがわからないという回答があったことを踏ま

寄 稿

図４　 従来の大学、短期大学と専門職大学および
専門職短期大学の比較

図５　教育訓練給付制度の活用状況

出典： 文部科学省「専門職大学・専門職短期大学の制
度化について」

　　　 https://www.mext.go.jp/content/20210331-mxt_
senmon01-100001385_01.pdf

（注）  学び直し経験者対象（資料１で「現在、おこなっている」と「現在
はおこなっていないが、過去におこなっていた」の回答者）

原典： 第一生命経済研究所「人生100年時代の働き方に
関するアンケート調査」2018年３月

出典：的場（2018）
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えると、セルフ・キャリアドック等従業員に対する

定期的なキャリア研修・面談の機会に、従業員にとっ

て必要なプログラムを紹介するとともに支援制度に

ついて周知することが有用ではないかと考えられる。

　労働者の時間的制約については、塩野義製薬のよ

うに、大学院でのリスキリングを想定し、社員が週

休３日を選択できる制度を導入している企業も存在

する。また、コロナ禍でテレワークやオンライン授

業が導入されるようになったこともあり、柔軟な働

き方や学び方が普及することで、労働者がリカレン

ト教育およびリスキリングの機会にアクセスしやす

くなると考えられる。

⑵　企　業
　社内研修における人材不足については、個別企業

のリスキリングをサポートするサービスが既に提供

されている。例えば、一般社団法人ジャパン・リス

キリング・イニシアチブ（JRI）は、マイクロソフ

ト、ベネッセコーポレーション、オープンクラス

ルームス等と協力して、2021年より企業のリスキリ

ングを支援するサービスを行っている。具体的に

は、成功事例の紹介やリスキリングの進め方に関す

るコンサルティング、社内のリスキリングをリード

できる専門人材の育成が活動の柱とされている。こ

のようなサービスにより、企業の人材不足が解消さ

れることが期待される。

　リカレント教育やリスキリングの機会を提供する

従業員の範囲およびプログラム内容については、企

業のニーズによって異なるものとなる。第１に、企

業が従業員を生産性の高い部門にシフトさせたい場

合には、異動対象となる従業員に対して、必要とな

る知識・スキルを身につけるためのプログラムを提

供することになる。例えば、アマゾン・ドット・コ

ムでは、倉庫作業員を対象に、ソフト開発エンジニ

アに必要となるスキルを身につけることができる社

内研修プログラム機会を提供し、受講後はスキルを

活かせる部署に配属している。日本においても、例

えば、キヤノンでは、成長の見込まれる医療機器等

の分野へ人員をシフトさせるために、年間5,000人

に対して、プログラミング言語やセキュリティ等デ

ジタル分野の専門的研修を実施している。また、日

本生命保険では、営業活動のデジタル化等に向けて、

グループ約3,000人を対象とした研修が行われている。

　第２に、企業がシニア層の生産性を高めたい場合

には、対象となる従業員がどのような経験を積んで

きたのかを把握することも重要となる。例えば、

Bapna et al.（2013）では、IT サービス企業におい

て、勤続年数の長い社員がドメインタイプの研修（金

融、会計、経営関連のコース）と技術タイプの研修

（Java 等 IT 関連のコース）のいずれかを受講する場

合には業績が向上するものの、両方を同時に受講す

る場合にはむしろ業績が低下することが示されてお

り、シニア層にリカレント教育を提供する際には、そ

れまでの職歴を考慮することが重要であるといえる。

　以上のように、従業員の特性を踏まえて企業の

ニーズに合ったプログラムを選択し、知識・スキル

を身につけた人材を適切な部署に配置することで企

業は生産性を高められる。さらに、従業員に対し

て、身につけた知識・スキルに見合った賃金を提示

することで、良質な人材を確保し、企業の将来の生

産性を高めることが期待される。

⑶　大　学
　従来型の大学、大学院においても、既にリカレン

ト教育のプログラムは提供されている。例えば、日

本女子大学のリカレント教育課程では、育児・介護

休職等を経て復職を希望する女性を対象としたプロ

グラムを提供しており、多くの卒業生が再就職を果

たしている。また、東京電機大学の国際化サイバー

セキュリティ学特別コースでは、大学で情報セキュ
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リティに関する基礎的な学習を終えた社会人に対し

てより高度なサイバーセキュリティに関するプログ

ラムを提供している。これらのプログラムは復職希

望者や社会人学生を対象としたものであり、企業の

ニーズを反映しやすいと考えられる。

　リカレント教育プログラムに関する情報発信は、

各大学・大学院が HP 等により自主的に行っており、

プログラムを直接比較することは難しい。そこで、

文部科学省では、マナパス（https://manapass.

jp/）というポータルサイトにおいて、関心のある

分野や取得可能な資格等の条件から講座を検索でき

るサービスを提供している。このようなプログラム

を横断的に比較できるサービスは、リカレント教

育・リスキリングの促進につながり得る。

　なお、文部科学省は、「専修学校リカレント教育

総合推進プロジェクト」において、産学連携による

プログラムの開発を専修学校に委託する等の政策を

実施している。このようなプロジェクトの成果を共

有することで、職業を重視した専修学校等の教育機

関においてもリカレント教育が促進されることが期

待される。

　以上のように、日本では、労働者、企業、大学の

自発的な取組みに加えて、産学連携、産官学連携の

取組みが活発になりつつある。ただし、OECD

（2021）が指摘するように、非正規雇用の従業員、

正規雇用でも高齢の従業員、そして中小企業の従業

員はリカレント教育を受けにくい環境に置かれてい

る。このようなケースでは、民間の自発的な取組み

というよりもむしろ公的な支援が必要になる。例え

ば、厚生労働省による「就職氷河期世代の方向けの

短期資格等習得コース事業」では、就職氷河期世代

の方が正社員として就職できるように、業界団体に

よる無料の職業訓練の機会を提供するとともに、就

職支援も行っている。このような労働者はリカレン

ト教育やリスキリングに関する情報へのアクセスが

そもそも難しいため、情報面での支援も重要になる

と推察される。

　民間の自発的な取組みを社会全体の学び直しの促

進に繋げるためにも、政府には、労働者や企業のニー

ズと適切な学び直しのプログラムとのマッチングを

円滑化させる情報提供機能の強化、そのような民間

サービスに対する支援、そして民間の学び直しの意

欲に対して継続的な働きかけを行うことが望まれる。
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